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はじめに 

国の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」は、平成１７年に策

定され、東日本大震災をはじめとする災害の教訓を踏まえ、平成２６年に全面改定、

さらに平成２７年８月に一部改正されました。また、「水防法」においても多発する

浸水被害に対処するため、平成２７年５月に一部改正されました。 

当町においても、避難勧告等を適切に発令するため、国のガイドラインの見直し内

容等を踏まえて、「板倉町避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を改定します。 

 

本マニュアルでは、国の指針に基づき、町の責務と住民の行動については、以下の

考え方を基本としています。 

 

 町の責務として、住民の生命、身体を保護するために住民一人ひとりが避難行

動をとる判断ができる知識と情報を提供します。 

 避難勧告等には、強制力を伴っていません。一人ひとりの命を守る責任は行政

にあるのでなく個人にあります。 

 住民は、町等からの情報を参考に自らの判断で避難行動をとります。 
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■目的 

本マニュアルは、水害とその他の災害の発生のおそれがあるとき、適切な避難

勧告等の発令により住民の迅速・円滑な避難を実現するため、具体的な発令基

準、情報伝達を定めるものです。 

 

■避難行動について 

「避難行動」とは、数時間以内に起こるかもしれない自然災害から「命を守るた

めの行動」です。 

 

避難勧告等の対象とする避難行動は、次の全ての行動を避難行動とします。 

避難場所への移動 

 （自宅等から移動しての）安全な場所への移動（公園、親戚や友人の家等） 

 近隣の高い建物、強度の強い建物等への移動 

 建物内の安全な場所での待機 

 

■避難行動の呼称 

① 立ち退き避難（水平避難）・・・避難場所や安全な場所へ移動すること 

② 屋内での安全確保措置（垂直避難、待避）・・・屋内に留まり安全確保をと

ること、屋内でもより安全な場所へ移動すること 

 

■避難勧告等の発令の判断基準の考え方 

町が住民に避難行動を求める避難勧告等は、右表の３区分とします。 

避難勧告等の避難情報の発令にあたっては、気象予測や河川情報を含め総合的

に判断します。また、避難のための準備や移動に要する時間も考慮します。 

避難勧告等を発令したにもかかわらず災害が発生しない「空振り」となること

をおそれず、躊躇なく発令の判断をします。 

避難勧告等は、一定の範囲に対して発令するため、個々の住民にとってどのよ

うな避難行動（水平避難、垂直避難）が必要か、あらかじめ住民自らが理解し、

判断する必要があります。 
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■避難勧告の種類 

区分 発令時の状況 住民に求める行動 

避難準備情報 

（要配慮者に対する

避難情報） 

・災害により人的被害の発生

のおそれがある状況。また、

要配慮者等の避難行動に時間

を要する者が立ち退き避難を

開始する必要がある状況 

・要配慮者は、立ち退き避難を

する。（避難支援者は行動を開

始する。） 

・立ち退き避難の準備を整える

とともに、以後の防災気象情

報、水位情報等に注意を払う 

 

避難勧告 

・災害により人的被害が発生

する可能性が高まり、避難行

動を開始する必要がある状況 

・通常の避難行動ができる者

は、立ち退き避難を開始する。 

 

避難指示 

・堤防の越水や浸食、浸透に

よる漏水等の前兆現象の発生

や災害による危険が切迫した

状況から、人的被害の発生す

る危険性が非常に高いと判断

された状況。 

・人的被害が発生した状況 

・避難準備や判断の遅れ等によ

り、立ち退き避難を躊躇してい

た場合は、直ちに立ち退き避難

をする。 

・避難場所への立ち退き避難は

かえって命に危険を及ぼしかね

ないと自ら判断する場合には、

近隣のより安全な建物等への避

難や少しでも命が助かる可能性

の高い屋内安全確保措置をす

る。 

※要配慮者：高齢者、障害者、乳幼児その他の災害時、特に配慮を要する者（災害対策基本法

第８条第２項第１５号） 
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■水害等の避難勧告等の判断基準 

避難勧告等の対象とする水害 

本マニュアルで避難勧告等の対象とする水害は、立ち退き避難が必要となる洪

水予報河川、水位周知河川による氾濫を基本とします。ただし、これ以外の小河

川及び下水道であっても浸水深が局所的に深くなる場合は、必要に応じて避難勧

告等の発令対象とします。 

 

種  別 河  川  名 河 川 管 理 者 

洪水予報河川 利根川、渡良瀬川 利根川上流河川事務所 

水位周知河川 谷田川 群馬県 

※洪水予報河川：氾濫のおそれがあるという情報を住民に提供する河川。 

※水位周知河川：洪水予報河川以外の河川で、氾濫のおそれがある河川の水位情報を住民

に提供する河川。 

避難勧告等の発令対象地域 

河 川 名 避難対象地域 

利根川、渡良瀬川 板倉町全域 

谷田川 岩田の一部 

 

避難判断の目安となる水位と洪水予報の種類 

 

５ 

４
危
険 

３
警
戒 

２
注
意 

１ 

ﾚﾍﾞﾙ 水  位 発表する警報等の名称 

はん濫の発生 

はん濫危険水位 

避難判断水位 

はん濫注意水位 

水防団待機水位 

はん濫発生情報 

はん濫危険情報 

はん濫警戒情報 

はん濫注意情報 

【はん濫危険水位】 

・町長の避難勧告等の発令

判断の目安 

・住民の避難判断 

【避難判断水位】 

・町長の避難準備情報等の

発令判断の目安 

・住民への注意喚起 

【はん濫注意水位】 

・水防団の出動の目安 
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判断基準設定の考え方 

避難準備情報 

避難判断水位は、避難場所の開設、要配慮者の避難に要する時間等を考慮して

設定された水位であることから、この水位に達した段階を判断基準の基本としま

す。ただし、避難判断水位を超えても、最終的に氾濫危険水位を超えない場合も

多くあります。このため、避難判断水位を超えた段階で、河川上流域の河川水位

や降り始めからの累積雨量、雨域の移動状況等を併せて、判断することが望まし

いと考えます。 

水位周知河川は、流域面積が小さいため、降雨により急激に水位が上昇する場

合が多く、氾濫注意水位や避難判断水位を超えた後、時間をおかずに氾濫危険水

位に到達するケースがあります。 

堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越流）に限らず、堤防の漏水・

浸食等も考えられます。このため、堤防の漏水・浸食が発見された場合、避難準

備情報の判断材料とします。 

なお、台風等の接近に伴い、暴風警報や暴風特別警報が発表されている又は発

表されるおそれがある場合は、避難行動が困難になる前に早めの判断を行う必要

があります。 

避難勧告 

氾濫危険水位は、河川水位が相当の家屋浸水等の被害が生じる氾濫のおそれの

ある水位であることから、この水位に達した段階を判断基準の基本とします。た

だし、水位観測所の受け持ち区間は、数ｋｍから数十ｋｍにおよぶため、受け持

ち区間内の最も危険な箇所を基に氾濫危険水位が設定されている場合が多く、氾

濫危険水位に到達した段階で、すべての市町村・区域に氾濫のおそれが生じると

は限りません。このため、市町村・区域ごとに堤防等の整備状況を踏まえた危険

箇所、危険水位等を把握し、避難勧告の判断材料とします。 

堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越流）に限らず、堤防の漏水・

浸食等も考えられます。このため、堤防の漏水・浸食が発見された場合、避難勧

告の判断材料とします。 

なお、台風等の接近に伴い、暴風警報や暴風特別警報が発表されている又は発

表されるおそれがある場合は、避難行動が困難になる前に早めの判断を行う必要

があります。 

避難指示 

河川の水位が堤防を越える場合には、決壊につながることが想定されるため、

避難指示の判断材料とします。 

堤防の決壊要因は、水位が堤防を越える場合（越流）に限らず、堤防の漏水・

浸食等も考えられます。このため、水防団等から、漏水等の堤防の決壊につなが

るような前兆現象が確認された場合、避難指示の判断材料とします。 
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大河川における氾濫発生時の対応 

大河川において、河川から離れた市町村及び下流域の市町村が避難勧告等を発

令していない状況で氾濫が発生した場合、氾濫発生情報を基に避難勧告等を発令

する必要があります。 

氾濫シミュレーションや河川管理者の助言を参考に、あらかじめ氾濫発生から

どれくらいの時間で氾濫水が到達するのか把握しておきます。 

小河川等の内水氾濫の避難勧告等 

内水氾濫は、下水道の処理能力を超える降雨があったり、水位周知河川等の水

位の上昇によって排水機の運転が停止されたり、機能が低下したりすることで浸

水が発生するため、河川巡視による現地情報や水位を避難勧告等の判断材料とし

ます。 

 

○避難が必要な状況が夜間・早朝になると想定される場合 

基本的に夜間であっても、躊躇することなく避難勧告等は発令します。 

降水短時間予報、大雨警報・注意報の文中に記載される注意警戒期間、都道府

県気象情報を判断材料とします。 

過去の洪水で、流域平均雨量がどの程度で氾濫危険水位に到達する可能性があ

るのかを認識する必要があります。 

 

避難勧告等の解除の考え方 

洪水予報河川、水位周知河川 

避難勧告等の解除については、水位が氾濫危険水位を下回り、水位低下傾向が

顕著であり、上流域での降雨がほとんどない場合を基本として、解除するものと

します。 

また、堤防決壊による浸水が発生した場合の解除については、河川からの氾濫

のおそれがなくなった段階を基本として、解除するものとします。 

小河川等の内水氾濫 

避難勧告等の解除については、当該河川または下水道、既存用水路の水位が十

分に下がり、上流域での降雨がほとんどない場合を基本として、解除するものと

します。 

 

避難勧告等の判断に関する関係機関の助言 

災害発生の危険性が高まった場合など、避難勧告等の判断において、重要な判

断材料や助言を指定行政機関や県に求めることも行います。 

助言を求めることができる対象機関 

水害・・・利根川、渡良瀬川 → 利根川上流河川事務所 

     谷田川      → 群馬県館林土木事務所 
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気象・・・気象情報     → 前橋地方気象台 

 

防災気象情報（避難勧告等の判断に活用できる情報） 

（１）気象庁・前橋地方気象台 HP 

気象情報（台風情報等）、気象注意報・警報・特別警報 

（２）国土交通省 HP「川の防災情報」 

河川水位、雨量 

（３）利根川上流河川事務所 HP 

利根川上流氾濫シミュレーション、河川ライブカメラ映像 

（４）群馬県新防災情報システム 

 

■避難勧告等の判断基準 

発令区分 判断基準 

避難準備情報 ①～⑥のいずれか１つに該当する場合に避難判断準備情報の発令判断をする。 

【利根川】 

①八斗島水位観測所の水位が避難判断水位である３．９０ｍに到達し、かつ氾

濫警戒情報において引き続きの水位上昇が見込まれる場合 

②栗橋水位観測所の水位が避難判断水位である８．００ｍに到達し、かつ氾濫

警戒情報において引き続きの水位上昇が見込まれる場合 

【渡良瀬川】 

③足利水位観測所の水位が避難判断水位である４．９０ｍに到達し、かつ氾濫

警戒情報において引き続き水位上昇が見込まれる場合 

④古河水位観測所の水位が避難判断水位である８．４０ｍに到達し、かつ氾濫

警戒情報において引き続き水位上昇が見込まれる場合 

【谷田川】 

⑤藤の木橋水位観測所の水位が避難判断水位である４．００ｍに到達し、又は

谷田川の上流の市町において大雨警報（浸水害）が発表され、かつ上流域に

おける予想雨量や実況雨量から、引き続きの水位上昇が見込まれている場合 

【堤防の異常】 

⑥漏水等が発見された場合 

 

避難が必要な状況

が夜間・早朝とな

る場合の避難準備

情報 

①～②のいずれか１つに該当する場合に、避難準備情報の発令判断をする。 

①大雨注意報や降水短時間予報等により、深夜・早朝に避難が必要となること

が想定される場合 

②降雨を伴う台風等が夜間から明け方に接近、通過し、多量な降雨が予想され

る場合 
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避難勧告 ①～⑪のいずれか１つに該当する場合に、避難勧告の発令判断をする。 

【利根川】 

①八斗島水位観測所の水位が氾濫危険水位である４．８０ｍに到達した場合 

②八斗島水位観測所の水位が避難判断水位を超えた状態で氾濫警戒情報の水位

予測により、水位が堤防高を超えることが予想される場合（急激な水位上昇

による氾濫のおそれのある場合） 

③栗橋水位観測所の水位が氾濫危険水位である８．５０ｍに到達した場合 

④栗橋水位観測所の水位が避難判断水位を超えた状態で氾濫警戒情報の水位予

測により、水位が堤防高を超えることが予想される場合（急激な水位上昇に

よる氾濫のおそれのある場合） 

【渡良瀬川】 

⑤足利水位観測所の水位が氾濫危険水位である５．４０ｍに到達した場合 

⑥足利水位観測所の水位が避難判断水位を超えた状態で氾濫警戒情報の水位予

測により、水位が堤防高を超えることが予想される場合（急激な水位上昇に

よる氾濫のおそれのある場合） 

⑦古河水位観測所の水位が氾濫危険水位である８．９０ｍに到達した場合 

⑧古河水位観測所の水位が避難判断水位を超えた状態で氾濫警戒情報の水位予

測により、水位が堤防高を超えることが予想される場合（急激な水位上昇に

よる氾濫のおそれのある場合） 

【谷田川】 

⑨藤の木橋水位観測所の水位が氾濫危険水位である４．１７ｍに到達した場合 

⑩藤の木橋水位観測所の水位が避難判断水位を超えた状態で上流域における予

想雨量や実況雨量から、引き続きの水位上昇が見込まれている場合（急激な

水位上昇による氾濫のおそれのある場合） 

【堤防の異常】 

⑪異常な漏水等が発見された場合 

 

 

避難が必要な状況

が夜間・早朝とな

る場合の避難勧告 

①～②のいずれかに該当する場合に、避難勧告の発令判断をする。 

①判断する時点（夕刻）で、各水位観測所の水位が氾濫注意水位又は避難判断

水位を超えた状態で上流域における予想雨量や実況雨量から、引き続きの水

位上昇が見込まれている場合 

②各水位観測所の水位が氾濫注意水位又は避難判断水位を超えた状態で、降雨

を伴う台風等が夜間から明け方に接近、通過し、多量の降雨が予想される場

合 
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避難指示 ①～⑦のいずれか１つに該当する場合に、避難指示の発令判断をする。 

【利根川】 

①八斗島水位観測所の水位が堤防天端高である５．２８ｍに到達するおそれが

高い場合（越水のおそれのある場合） 

②栗橋水位観測所の水位が堤防天端高である９．９０ｍに到達するおそれが高

い場合（越水のおそれのある場合） 

【渡良瀬川】 

③足利水位観測所の水位が堤防天端高である６．５４ｍに到達するおそれが高

い場合（越水のおそれのある場合） 

④古河水位観測所の水位が堤防天端高である９．７２ｍに到達するおそれが高

い場合 

【谷田川】 

⑤藤の木橋水位観測所の水位が堤防天端高に到達するおそれが高い場合 

【堤防の異常】 

⑥異常な漏水の進行や亀裂・すべり等により決壊のおそれが高まった場合 

⑦決壊や越水の発生又は氾濫発生情報が発表された場合 

避難勧告等の解除 ①～②のいずれか１つに該当する場合に、避難勧告等の解除判断をする。 

①水位が氾濫危険水位を下回り、水位の低下傾向が顕著であり、上流域での降

雨がほとんどない場合 

②堤防決壊による浸水が発生した場合の解除については、河川からの氾濫のお

それがなくなった場合 

※上記のほか、関係機関の助言やその他の情報を総合的に判断し、避難勧告等の発令

判断をする。 
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洪水予報河川及び水位周知河川と水位基準 

（１）洪水予報河川 

予
報
区
域
名 

河 

川 

名 

基
準
観
測
所 

零点高 

Y.P 

水防団 

待機水位 

はん濫 

注意水位 

避難 

判断水位 

はん濫 

危険水位 

計画高 

水位 

    レベル 1 レベル 2 レベル 3 レベル 4 

利
根
川
上
流
部 

利 

根 

川 

八斗
や っ た

島
じま

 45.232 
0.80 

(46.032) 

1.90 

(47.132) 

3.90 

(49.132) 

4.80 

(50.032) 

5.28 

(50.512) 

川俣 

（補助） 
19.593 

1.60 

(21.193) 

3.20 

(22.793) 
－ － 

7.46 

(27.053) 

栗橋 11.070 
2.70 

(13.770) 

5.00 

(16.070) 

8.00 

(19.070) 

8.50 

(19.570) 

9.90 

(20.970) 

渡
良
瀬
川
下
流
部 

渡 

良 

瀬 

川 

足利 32.680 
3.00 

(35.680) 

3.30 

(35.980) 

4.90 

(37.580) 

5.40 

(38.080) 

6.54 

(39.220) 

藤岡 

(補助) 
13.901 

2.60 

(16.501) 

4.10 

(18.001) 
－ － 

7.84 

(21.741) 

古河 11.946 
2.70 

(14.646) 

4.70 

(16.646) 

8.40 

(20.346) 

8.90 

(20.846) 

9.72 

(21.666) 

（２）水位周知河川 

河川名 
基準 

観測所 

零点高 

Y.P 

水防団 

待機水位 

はん濫 

注意水位 

避難判断 

水位 

はん濫 

危険水位 

計画高 

水位 

谷田川 藤の木橋 13.00 
2.70 

(15.70) 

3.20 

(16.20) 

4.00 

(17.00) 

4.17 

(17.17) 
－ 

Y.P=標高＋0.8402ｍ 

 

■自然災害の発生が想定される際の体制 

（１）第１次防災体制・・・予備動員 

①防災気象情報を入手し、気象状況の進展の見守り。 

②連絡要員の配置、事前計画の検討 

配置基準：気象警報等の発表にかかわらず、災害要因の発生のおそれが認められ

る場合 

（２）第２次防災体制・・・初期動員 

①災害警戒本部の設置 
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②避難準備情報の発令を判断できる体制 

配置基準：気象警報等が発令され、災害発生のおそれが認められる等、警戒体制

をとる必要がある場合 

（３）第３次防災体制・・・全員動員 

①災害対策本部の設置 

②全職員の招集 

③避難準備情報が発令できる体制 

配置基準：かなりの被害が発生するおそれが認められる場合 

（４）第４次防災体制・・・全員動員 

①氾濫危険水位を超えることが確実になった場合 

②避難勧告を発令できる体制 
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防災気象情報等の標準的な発表の流れとこれに伴う災害時対応 

防災気象情報等 

現地情報 

 

 

 

 

 

 

板 倉 町 

 

 

 

 

 

 

           

 

住 民 

 

 

           

第１次防災体制 

気象情報の確認 

台風情報 

府県気象情報 

大雨注意報 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

大雨警報 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

被害発生情報 

水位が天端到達のおそれ 

第２次防災体制 第３次防災体制 第４次防災体制 

避難準備情報の発令判断 

（避難が必要な状況が夜間・早朝の場合） 
避難準備情報 避難勧告 避難指示 

水防団等への注意喚起 

休校の判断 

福祉避難所開設の検討 避難所開設の準備 

気象・河川情報等の確認（１時間ごと） 気象・河川情報等の確認（１０分ごと） 

自衛隊派遣要請 

避難者支援 

テレビ、ラジオ、インターネット等 

による気象警報等の確認 

ハザードマップ等による避難所の確認 

防災グッズの準備 

テレビ、ラジオ、インターネット、携帯メール等

による大雨や河川状況を確認 

自主防災組織連絡網、携帯メール、車両広報等による

避難準備情報の受信 

避難の準備（要配慮者以外） 

自主防災組織連絡網、携帯メール、

車両広報等による避難勧告・避難指

示の受信 

 



13 

 

■避難勧告等の情報伝達 

避難勧告等の伝達手段 

①自主防災組織連絡網 

②安全安心メール（登録制メール） 

③緊急速報（エリア）メール 

③車両広報 

④報道機関・ケーブルテレビ 

関係機関への伝達 

①群馬県（総務部危機管理室） 

②館林警察署（警備課） 

③館林地区消防組合（本部、板倉消防署） 

④利根川上流河川事務所（防災対策課） 

⑤館林土木事務所 

⑥近隣市町（邑楽郡内市町、加須市、栃木市、古河市） 

 

避難勧告等の伝達内容 

例文を参考に、事態の状況に応じた伝達内容を決定します。 

 

避難準備情報の伝達文の例 

【車両広報】 

 こちらは、板倉町役場です。 

 ○○川の水位が避難判断水位に到達したため、○時○分、板倉町全域に避難準備情報

を発令しました。 

 住民の皆さまは、気象情報を注視し、心配な場合や危険だと思う場合は、迷わず避難

してください。 

 高齢の方、障害のある方、ちいさな子どもをお連れの方などは、あらかじめ定めた避

難場所へ避難してください。避難に助けが必要な方は、支援者と連絡を取り合うなどし

て避難してください。 

【メール】 

タイトル：板倉町 避難準備情報発令 

 こちらは、板倉町役場です。○○川の水位が避難判断水位に到達したため、○時○

分、板倉町全域に避難準備情報を発令しました。避難に時間がかかる高齢の方、障害の

ある方などは、避難をしてください。 
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避難勧告の伝達文の例 

【車両広報】 

こちらは、板倉町役場です 

 ○○川の水位が氾濫のおそれのある水位に到達したため、○時○分、板倉町全域に避

難勧告を発令しました。 

 住民の皆さまは、直ちに避難行動をとってください。 

【メール】 

タイトル：板倉町 避難勧告発令 

 こちらは、板倉町役場です。○○川の水位が氾濫のおそれのある水位に到達したた

め、○時○分、板倉町全域に避難勧告を発令しました。直ちに避難行動をとってくださ

い。 

 

避難指示の伝達文の例 

【車両広報】 

 こちらは、板倉町役場です。 

 ○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため、○時○分、板倉町全域に避難

指示を発令しました。 

未だ避難していない方は、直ちに避難してください。避難に十分な時間がない方は、

近くの安全な建物や高台に避難してください。 

＜決壊の場合＞ 

 こちらは、板倉町役場です。 

○○地区で○○川の堤防から水があふれだしたため、○時○分、板倉町全域に避難指

示を発令しました。 

避難中の方は、大至急、最寄りの高層建物や高台などの安全な場所に避難してくださ

い。 

【メール】 

タイトル：板倉町 避難指示 

 こちらは、板倉町役場です。○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため、

○時○分、板倉町全域に避難指示を発令しました。未だ避難していない方は、直ちに避

難してください。避難に十分な時間がない方は、近くの安全な建物や高台に避難してく

ださい。 

＜決壊の場合＞ 

 こちらは、板倉町役場です。○○地区で○○川の堤防から水があふれ出しました。○

時○分、板倉町全域に避難指示を発令しました。避難中の方は、大至急、最寄りの高層

建物や高台などの安全な場所に避難してください。 
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■関係機関報告様式 

（１）災害概況速報（第４号様式） 

報告先 

群馬県（総務部危機管理室） 

報告時期 

①災害対策本部の設置時 

②避難勧告等の発令時 

③被害発生時 

報告方法 

 群馬県防災情報システム若しくはFAX 

 

（２）放送を活用した避難勧告等の連絡方法（別紙フォーマット（１）・（２）） 

報告先 

群馬県（総務部危機管理室） 

報道機関 

日本テレビ、ＴＢＳテレビ、フジテレビ、テレビ朝日、テレビ東京、ＴＢＳラジオ、文化放

送、ニッポン放送、エフエム群馬、群馬テレビ、ＮＨＫ前橋放送局、ラジオＮＩＫＫＥＩ 

報告時期 

①避難勧告等発令時 

報告方法 

ＦＡＸ若しくは口頭 

 

（３）板倉町避難情報の発令通知 

報告先 

近隣自治体等 

報告時期 

①避難勧告等発令時 

報告方法 

ＦＡＸ若しくは口頭 
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第４号様式（その１） 

 
 〔災害概況即報〕 
 
             消防庁受信者氏名            
 
災害名        （第１報） 
 
 

 

 
報告日時 
 

 
平成 年 月 日 
      時 分 

 
都道府県 

群馬県 

市町村     

 消防本部名 
板倉町 

 

報告者名 
総務課 行政安全係 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

災

害

の 

概

況 

 

発生場所  発生日時 平成 年 月 日 

 

  

被

害

の

状

況 

 

 
死 傷 者 

死   者       人 不明  人  
住  家 

全壊    棟 一部破損    棟 

負 傷 者    人 計   人 半壊      棟 床上浸水    棟 

 

 

応

  

急 

 

対

  

策

  

の

  

状

  

況 

災害対策本部等の 

設置状況 

(県) 

   － 

(市町村) 板倉町災害対策本部 

 平成  年  月  日  時  分設置 

 

（注）第１報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告すること。 
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別紙フォーマット（１） 

緊 急 
避難勧告等発令情報 

 

 群馬県  板倉町   

 

送付日時：        月           日          時         分 

１ 避難情報の別 

   □  避難準備情報（災害対策基本法第５６条） 

   □  避 難 勧 告 （災害対策基本法第６０条） 

   □  避 難 指 示 （災害対策基本法第６０条） 

２ 発  令          月          日         時         分 

３ 対象地域      群馬県    板倉町               

                           全 域                             

                  （おおよその対象世帯数：           世帯） 

４ 避難すべき理由 

   □ 大雨により河川の氾濫の危険があるため 

                  （河川名                                                   ） 

   □ 大雨により地滑り・土石流・がけ崩れの危険があるため 

   □ 地震により地滑り・土石流・がけ崩れの危険があるため 

   □ 地震により家屋崩壊の危険があるため 

   □ その他（                                                               ） 

 

 

 発信者氏名・所属部署   板倉町 総務課 行政安全係                              

電話 ０２７６（ ８２ ）１１１１       ＦＡＸ ０２７６（ ８２ ）１３００     
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別紙フォーマット（２） 

緊 急 
避難勧告等解除情報 

 

 群馬県   板倉町    

 

送付日時：        月           日          時         分 

１ 避難情報の別 

   □  避難準備情報（災害対策基本法第５６条） 

   □  避 難 勧 告 （災害対策基本法第６０条） 

   □  避 難 指 示 （災害対策基本法第６０条） 

２ 発  令          月          日         時         分 

３ 解    除           月          日         時         分 

４ 対象地域      群馬県     板倉町              

                               全 域                              

                  （おおよその対象世帯数：           世帯） 

 

 

 

   

 

発信者氏名・所属部署   板倉町 総務課 行政安全係                               

電話 ０２７６（ ８２ ）１１１１        ＦＡＸ ０２７６（ ８２ ）１３００     
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別紙１ 

 

板倉町避難情報の発令通知 

 

平成  年  月  日   時  分 

板倉町災害対策本部 

本部長 板倉町長          

 

下記のとおり、避難情報を発令しました。 

 

１．避難種別 
□ 避難準備情報 （ □ 発令  □ 解除 ） 

□ 避 難 勧 告  （ □ 発令  □ 解除 ） 

 □ 避 難 指 示  （ □ 発令  □ 解除 ） 

２．発令日時 平成  年  月  日  時  分 

３．対象地域 板 倉 町 全 域 

４．理 由 
□ ○○川の水位が避難判断水位に到達したため 

□ ○○川の水位が氾濫のおそれのある水位に到達したため 

□ ○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため 

□ ○○地区の○○川の堤防が決壊したため 

 

 

５．その他の

必要事項 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

板倉町総務課行政安全係 

電話 0276-82-1111（内線121・122） 

FAX 0276-82-1300  
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巻末資料１ 情報システムで提供される防災気象情報等 

気象情報、気象注意報・警報・特別警報 

 項目 提供元 説明 主な提供サイト 

気
象
情
報 

台風情報 気象庁 台風が発生したときに発表される。台風の位置や強さ

等の実況及び予想が記載されている。台風が日本に近

づくに伴い、より詳細な情報をより更新頻度を上げて

提供。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

府県気象情報 気象庁 警報等に先立って注意を呼びかけたり、警報等の内 

容を補完して現象の経過、予想、防災上の留意点を 

解説するために、適時発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

記録的短時間大雨情報 気象庁 大雨警報（浸水害）等が発表されている状況で、数 

年に一度しか起こらないような記録的な短時間の大 

雨を観測したときに発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

気
象
注
意
報
・
警
報
・
特
別
警
報 

大雨注意報 気象庁 大雨により、災害が起こるおそれがある場合に発表 

される。注意を呼びかける対象となる災害として、 

注意報文の本文に、土砂災害、浸水害のいずれか又 

は両方が記載されている。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

洪水注意報 気象庁 河川が増水することにより、災害が起こるおそれが 

ある場合に発表される。（指定河川については、この

洪水注意報や警報の他、河川を特定して水位予測結果

を含む指定河川洪水予報も発表される。） 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

強風注意報 気象庁 強風により、災害が起こるおそれがある場合に発表 

される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

大雨警報 気象庁 大雨により、重大な災害が起こるおそれがある場合 

に発表される。警戒を呼びかける対象となる災害に 

応じ、「大雨警報（土砂災害）」「大雨警報（浸水

害）」「大雨警報（土砂災害、浸水害）」という名称

で発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

洪水警報 気象庁 河川が増水することにより、重大な災害が起こるお 

それがある場合に発表される。（指定河川について 

は、この洪水警報や注意報の他、河川を特定して水 

位予測結果を含む指定河川洪水予報も発表される。） 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

暴風警報 気象庁 暴風により、重大な災害が起こるおそれがある場合 

に発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

大雨特別警報 気象庁 大雨により、重大な災害が起こるおそれが著しく大 

きい場合に発表される。警戒を呼びかける対象とな 

る災害に応じ、「大雨特別警報（土砂災害）」「大雨

特別警報（浸水害）」「大雨特別警報（土砂災害、浸

水害）」という名称で発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

暴風特別警報 気象庁 暴風により、重大な災害が起こるおそれが著しく大 

きい場合に発表される。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

※下線ゴシック体の情報については、後段で情報の表示例を示している。 
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雨量に関する情報 

 項目 提供元 説明 主な提供サイト 

地
点
雨
量
の
把
握 

アメダス 気象庁 気象庁がアメダスによって観測した雨量 気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

テレメータ雨量 国土交通省 国土交通省河川事務所等が観測した雨量 川の防災情報 

市町村向け川の防災情報 

リアルタイム雨量 国土交通省 国土交通省が保有する情報を集約して提供 防災情報提供センター 

流
域

雨
量 

流域平均雨量 国土交通省 河川の流域における平均の雨量 市町村向け川の防災情報 

面
的
な
雨
量
把
握 

レーダー・降水 

ナウキャスト 

気象庁 現時刻までの5分毎の降水強度分布、及び、60

分後まで5分毎の予測降水強度分布を表示した

もの。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

レーダ雨量 国土交通省 Cバンドレーダ雨量計によって観測した降水強

度分布 

１ｋｍメッシュで観測 

川の防災情報 

市町村向け川の防災情報 

ＸＲＡＩＮ雨量情

報 

国土交通省 ＸＲＡＩＮによって観測した降水強度分布 

２５０ｍメッシュで観測 

ＸＲＩＮ雨量情報 

リアルタイムレー

ダー 

国土交通省 国土交通省の保有するレーダー情報を重ね合わ

せて提供 

防災情報提供センター 

（国土交通省） 

解析雨量・降水短

時間予報 

気象庁 現時刻までの３０分毎の雨量の分布、及び６時

間先までの１時間毎の予測雨量分布を表示した

もの。 

気象庁ＨＰ 

防災情報提供システム 

 

水位に関する情報 

 項目 提供元 説明 主な提供サイト 

水
位
に
関
す
る

情
報 

テレメータ水位 国土交通省 国土交通省河川事務所等が観測した水位 川の防災情報 

市町村向け川の防災情報 

水位予測 国土交通省 洪水予報河川について、３時間先までの各

１時間の水位を予測 

市町村向け川の防災情報 

 

水害に関する情報 

 項目 提供元 説明 主な提供サイト 

水
害
に
関
す
る
情
報 

指定河川洪水予報 国土交通省

又は県と気

象庁の共同 

国や都道府県が管理する河川のうち、流域

面積が大きく、洪水により大きな損害を生

ずる河川について、洪水のおそれがあると

認められるときに発表される。 

気象庁HP 

防災情報提供システム 

川の防災情報 

市町村向け川の防災情報 

水位到達情報 国土交通省

又は県 

避難判断水位への到達情報を通知及び周知

する河川として指定された河川において、

所定の水位に到達した場合、到達情報等が

発表される。 

市町村向け川の防災情報 

流域雨量指数 気象庁 降った雨が下流地域にどれだけ影響を与え

るかを、数字で表したもの。 

防災情報提供システム 

規格化版流域雨量

指数 

気象庁 流域雨量指数を１９９１～２０１０年の最

大値に対する比率として表したもの。 

防災情報提供システム 
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巻末資料２ 竜巻、雷、急な大雨への対応について 

 

 

○竜巻、雷、急な大雨といった積乱雲がもたらす激しい現象は、短時間で局所的に発生するこ

とが特徴であり、最新の観測・予測技術をもってしても、発生する場所や時刻を予測するこ

とが困難であることから、本ガイドラインでは、避難勧告等の発令の対象としていない。 

 

○竜巻、雷が発生する可能性に応じて、気象庁から、「気象情報」、「雷注意報」、「竜巻注

意情報」の順に段階的に防災気象情報が発表される※１が、竜巻注意情報は、府県予報区単

位で発表され、市町村単位では発表されていない。 

 

○このため、「竜巻注意情報」が発表されたとき、竜巻、雷等が必ず発生するわけではないも

のの、市町村は、これらの現象が発生した場合に迅速な対応が取れるような体制を構築して

おくことが望ましい。 

 

○また、竜巻、雷、急な大雨は突然発生し、短時間で被害をもたらすことから、各市町村は、

これらの現象から身を守る方法※2 を平時から住民等へ周知しておくことが必要である。 

 

※1：竜巻・雷に関し発表される警報はない。 

※2：例えば、「積乱雲に伴う激しい現象の住民周知に関するガイドライン（気象庁、平成25 年4 

月）」、「竜巻等突風対策局長級会議報告（竜巻等突風対策局長級会議、平成25 年12 月）」、「竜巻

から身を守ろう！（内閣府・気象庁、平成25 年12 月）」などを参照 

 

気象情報：注意報等に先立って注意を呼びかけた

り、注意報等の内容を補完して現象の

経過、予想、防災上の留意点等を解説

するために発表される。 

 

雷注意報：落雷により災害が発生するおそれがあ

ると予想したときに発表される。発達

した積乱雲の下で発生することの多い

竜巻やダウンバースト等の突風、「ひ

ょう」、急な強い雨に対する注意喚起

を付加することもある。 

 

竜巻注意情報：積乱雲の下で発生する竜巻、ダウ

ンバースト等による激しい突風が発生

しやすい気象状況になったと判断され

た場合に概ね1 つの県を対象に発表

される。有効期間は、発表から1 時

間。 

 

 

 


